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再受験生のための
法的思考プロセス講座

行政法 vol.1

リーダーズ総合研究所

竹内 千佳

試験分析

 

 2014 2015 2016 2017 2018  

法
令
科
目 

基礎法学 54.8％ 40.3% 54.1% 72.5% 67.5% 難 

憲 法 45.3% 68.4% 47.1% 60.5% 70.5% 易 

行政法 57.6% 71.5% 65.5% 66.1% 67.1% 並 

民 法 43.6% 52.5% 55.2% 63.9% 52.2% 難 

商 法 38.5% 34% 40.5% 58.5% 40.5% 難 

一
般
知
識 

政経社 50.2% 48.7% 48.5% 59.0% 44.0% 難 

情 報 62.8% 67.5% 56.6% 70.8% 64.5% 難 

文章理解 50.8% 66.5% 75.9% 93.5% 75.5% 難 

 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 

公法と私法  ○  ○ ○     〇 

行政組織法 ○ ○  ○ ○  ○    

公務員法 ○ ○ ○  ○ ○ ◎    

行政立法  ○ ○   ○ ○    

行政行為   ○ ○  ○  ◎ ◎ 〇 

行政契約    ○    ○   

行政指導  ○      ○  〇 

行政計画 ○          

行政調査      ○     

行政裁量 ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○  

行政上の義務履行確保 ○ ○ ○    ○  ○ 〇 

行政罰 ○    ○      
 

行政法総論 出題傾向

 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 

目的・定義      ○   ○  

適用除外       ○    

申請に対する処分  ○   ○ ○ ○ ○  〇 

不利益処分 ○    ◎ ○   ◎ 〇 

意見公募手続  ○  ○   ○   〇 

総 合   ◎ ◎    ○   

不服申立ての種類        ○   

審理手続  ○  ○    ○ ○ ◎ 

行政不服審査会           

裁 決 ○ ○  ○   ○ ○   

執行停止         ○  

教 示      ○     

総 合 ○  ○  ○ ○ ○  ○ 〇 

行政手続法 行政不服審査法 出題傾向

 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 

処分性    ○    ○   

原告適格    ○  ○     

訴えの利益      ○     

取消訴訟の判決  ○     ○   〇 

教 示         ○  

取消訴訟  ○  ○ ○    ◎  

無効等確認訴訟    ○    ○   

不作為の違法確認訴訟      ○  ○   

義務付け訴訟     ○      

差止訴訟          〇 

仮の救済 ○  ○    ○  ○  

当事者訴訟 ○  ○  ○      

客観訴訟          〇 

総 合 ○ ○ ◎  ○     〇 

行政事件訴訟法 出題傾向

 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 

総 論 ○   ○       

地方公共団体の種類 ○ ○   ○  ○   〇 

直接請求     ○ ○     

条例制定権     ○ ○ ○ ○  〇 

議 会           

執行機関   ○   ○     

長と議会の関係    ○       

監査制度 ○          

住民監査請求・住民訴訟 ○ ○ ○  ○ ○ ○  ○  

財 務        ○   

公の施設  ○ ○      ○  

国の関与    ○    ○   

総 合         ○ 〇 

地方自治法 出題傾向
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≪行政法択一式≫

① 正答率６０％以上（Ａランク）

→ 19問中12問

② 出題形式

→ 個数０問、組合せ６問

③ 内容

→ 判例問題、19問中７問

行政法 出題分析

国 民

作 用

行政作用法

行政救済法

救済を求める

行 政

行政組織法

行 政

司 法

行政法の構造①

行政法の構造②

判 決

本案上の主張

本案前の主張

法的手段の選択 救済法

救済法

救済法

作用法

行政法の構造③

判 決

本案審査

要件審査

訴えの提起

 

Ｃ 

Ｄ 

処分庁 

国家権力 

国 民 

行政行為 

Ａ 

Ｂ 

審査庁（最上級行政庁） 

Ａ 
裁判所 

異議申立て 
取消訴訟 審査請求 取消訴訟 

審査請求 

取消訴訟 

法的手段の選択①
 

Ｃ 

Ｄ 

税務署長等 

国家権力 

国 民 

行政行為 

Ａ 

Ｂ 

国税不服審判所長 

Ａ 
裁判所 

異議申立て 
取消訴訟 審査請求 

取消訴訟 

再調査の請求 

法的手段の選択②
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Ｃ 

Ｄ 

処分庁 

国家権力 

国 民 

行政行為 

Ａ 

Ｂ 

社会保険審査官 

Ａ 
裁判所 

異議申立て 
取消訴訟 

審査請求 

取消訴訟 

再審査請求 

社会保険審査会 

法的手段の選択③ 本案前の主張

①処分性

②原告適格

③訴えの利益

④被告適格

⑤管轄裁判所

⑥不服申立前置

⑦出訴期間

本案上の主張

・行政立法

・行政行為

・行政契約

・行政指導

・行政計画

・行政調査

・行政裁量

・行政手続法

判 決

判 決

本案審理

要件審理

訴えの提起

却下判決

認容判決 棄却判決

取消訴訟の対象

行政事件訴訟法３条２項

「行政庁の処分その他公権力の行使に当たる場合」

処分（広義）

行政庁の処分（狭義）

その他公権力の行使
に当たる行為

処分性ー大田区ごみ焼却場事件
最判昭和39年10月29日

ごみ焼却施設設置計画決定に基づき行われた設置行為に対
し、近隣住民が無効確認を求めて出訴。

処分とは、公権力の主体たる国または公共団体が行う行為のうち、その
行為によって、直接国民の権利義務を形成しまたはその範囲を確定する
ことが法律上認められているものをいう。

【４要件を提示】

①公権力性 ②直接性（具体性） ③外部性 ④法効果性
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取消訴訟の対象

処分（広義）

行政庁の処分（狭義）

その他公権力の行使
に当たる行為

4要件

継続的事実行為

４要件の検討

①公権力性

一方的であるか ×行政契約

②直接性（具体性）

直ちに国民の権利義務に変動があるか×行政立法

③外部性

行為の主体と名宛人が行政機関相互間ではないか
×通達

④法効果性

権利義務の発生・変動・消滅があるか ×行政指導

横浜市保育所廃止条例事件①
最判平成21年11月26日

【争点】

条例制定行為に処分性は認められるか。

横浜市保育所廃止条例事件②

条例制定行為は不特定多数の者へ向けた効果をもたらすも
のであるため、原則として処分性は認められない。

しかし、本件改正条例は、各保育所の廃止のみを内容とす
るものであり、その施行により保育所廃止の効果が生じ、当
該保育所に通う特定の児童及び保護者に対し、保育を受け
ることを期待しうる法的地位を奪う結果を生じさせる。

そうすると、本件改正条例制定行為は、行政庁の処分と実質
的に同視しうるので、処分性が認められる。

横浜市保育所廃止条例事件③

☑ 処分性

☑ 第三者効

☑ 却下判決（狭義の訴えの利益なし）

上級ファンダメンタル講座


